
平成１３年３月期 中間個別財務諸表の概要
平成１２年１１月　８日

上 場 会 社 名 株式会社　リ コ ー 上場取引所 東・大・名・京・福・札

コ ー ド 番 号 ７７５２ 本社所在都道府県 東京都

問 合 せ 先 責任者役職名  執行役員経理本部長

氏　　　　名  三浦  善司 TEL　０３（５４１１）４７４４（ 直 通 ）

中間決算取締役会開催日           　　 平成１２年１１月　８日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日           　　平成１２年１２月　８日

１．１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）

    （１）経営成績        ※金額の表示は、百万円未満の端数を切り捨てております。

売 上 高     (
対前年中間期

増 減 率      
) 営 業 利 益     (

対前年中間期

増 減 率      
) 経 常 利 益     (

対前年中間期

増 減 率      
)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年９月中間期 ４１３，８８９ （　　８．６） ３０，２５１ （　　０．７） ２７，９５２ （　１６．０）

１１年９月中間期 ３８１，０２０ （　　７．３） ３０，０２９ （　４４．９） ２４，０８６ （　２２．７）

１ ２ 年 ３ 月 期        ７７７，５０１ （　　７．９） ５８，２２０ （　３５．９） ５０，１１３ （　３９．１）

中間（当期）

純 利 益      
(

対前年中間期

増 減 率      
)

１株当たり中間

（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

１２年９月中間期 １２，１６１ （△１３．６） １７ ５６

１１年９月中間期 １４，０７３ （　５５．５） ２０ ３５

１ ２ 年 ３ 月 期        ２２，６１３ （　１９．２） ３２ ６９

（注）① 期中平均株式数

12年9月中間期 692,517,126株・11年9月中間期 691,650,395株・12年3月期 691,744,901株

　　  ② 会計処理の方法の変更 無

    （２）配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円 銭 円 銭

１２年９月中間期 ６ ００ －

１１年９月中間期 ５ ５０ －

１ ２ 年 ３ 月 期        － １１ ００

    （３）財政状態

総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       
１ 株 当 た り       

株 主 資 本       

百万円 百万円 ％ 円 銭

１２年９月中間期 ７８４，２７９ ４７１，６８９ ６０．１ ６８０ ９３

１１年９月中間期 ７８７，７１０ ４５２，８０７ ５７．５ ６５４ ６１

１ ２ 年 ３ 月 期        ７６３，０７８ ４５７，９６０ ６０．０ ６６１ ７１

（注)期末発行済株式数

12年9月中間期 692,710,117株・11年9月中間期 691,717,985株・12年3月期 692,082,959株

 

２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

１株当たり年間配当額
売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      当期純利益      

期末

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期      

８３０，０００ ６１，０００ ５７，０００ ２９，０００   ６ ００ １２ ００

（ご参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　　　　　４１ 円　８７ 銭
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空 ９．個別財務諸表等

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

資 産 の 部           
当 中 間 期

(平成12年

9月30日現在)

前　　　期

(平成12年

3月31日現在)

増　減 負 債 及 び 資 本 の 部           
当 中 間 期

(平成12年

9月30日現在)

前　　　期

(平成12年

3月31日現在)

増　減

流 動 資 産           454,137 498,509 △ 44,372 流 動 負 債           180,983 172,072 8,911

現 金 及 び 預 金          40,604 36,389 4,215 支 払 手 形          9,195 7,238 1,957

受 取 手 形          16,437 12,223 4,214 買 掛 金          95,605 92,560 3,045

売 掛 金          146,751 148,035 △  1,284 未 払 金          12,619 5,877 6,742

有 価 証 券          66,391 129,322 △ 62,931 未 払 法 人 税 等          13,923 21,050 △  7,127

た な 卸 資 産          46,845 42,668 4,177 未 払 費 用          29,117 25,903 3,214

未 収 金          118,961 114,687 4,274 賞 与 引 当 金          15,650 14,159 1,491

そ の 他          19,176 16,637 2,539 製 品 保 証 引 当 金          599 590 9

貸 倒 引 当 金          △ 1,031 △ 1,456 425 そ の 他          4,271 4,692 △    421

固 定 資 産           330,141 264,569 65,572 固 定 負 債           131,606 133,045 △  1,439

有 形 固 定 資 産           115,118 111,256 3,862 社 債          40,000 40,000 －

建 物          47,124 46,021 1,103 転 換 社 債          63,991 64,595 △    604

機 械 及 び 装 置          19,344 17,914 1,430 退 職 給 与 引 当 金          － 28,450 △ 28,450

土 地          24,618 24,497 121 退 職 給 付 引 当 金          27,615 － 27,615

そ の 他          24,031 22,823 1,208 負 債 合 計           312,589 305,118 7,471

無 形 固 定 資 産           12,887 3,405 9,482 資 本 金           103,413 103,111 302

投 資 そ の 他 の 資 産           202,135 149,906 52,229 資 本 準 備 金           144,215 143,913 302

投 資 有 価 証 券          157,852 117,408 40,444 利 益 準 備 金           14,107 13,711 396

そ の 他          46,361 34,098 12,263 そ の 他 の 剰 余 金           205,022 197,224 7,798

貸 倒 引 当 金          △  2,079 △  1,601 △    478 任 意 積 立 金           188,153 158,075 30,078

中間（当期）未処分利益           16,869 39,148 △ 22,279

その他有価証券評価差額金           4,929 － 4,929

資 本 合 計           471,689 457,960 13,729

資 産 合 計           784,279 763,078 21,201 負 債 及 び 資 本 合 計           784,279 763,078 21,201

＜ご参考＞為替レート（期末日レート）

当 中 間 期     前 期     

ＵＳ＄　 １＝ ¥108.00 ¥106.15

ＥＵＲＯ １＝  ¥95.03 ¥102.14
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（２）損益計算書
（単位：百万円）

当 中 間 期      

自　平成12年 4月 1日

至　平成12年 9月30日

前年中間期      

自　平成11年 4月 1日

至　平成11年 9月30日

増 減    

前 期      

自　平成11年 4月 1日

至　平成12年 3月31日科　　　　目

金 額    構 成 比 金 額    構 成 比 金 額    伸 び 率 金 額    構 成 比

％ ％ ％ ％

売 上 高            413,889 100.0 381,020 100.0 32,869 8.6 777,501 100.0

売 上 原 価            293,178 70.8 267,895 70.3 25,283 9.4 549,253 70.6

売 上 総 利 益            120,710 29.2 113,124 29.7 7,586 6.7 228,247 29.4

販売費及び一般管理費            90,459 21.9 83,094 21.8 7,365 8.9 170,027 21.9

営 業 利 益            30,251 7.3 30,029 7.9 222 0.7 58,220 7.5

営 業 外 収 益            7,242 1.8 5,052 1.3 2,190 43.4 10,102 1.3

営 業 外 費 用            9,541 2.3 10,995 2.9 △  1,454 △ 13.2 18,208 2.3

経 常 利 益            27,952 6.8 24,086 6.3 3,866 16.0 50,113 6.4

特 別 利 益            13,959 3.3 － － 13,959 － 1,055 0.1

特 別 損 失            20,813 5.0 － － 20,813 － 12,741 1.6

税引前中間（当期）純利益            21,097 5.1 24,086 6.3 △  2,989 △ 12.4 38,428 4.9

法人税、住民税及び事業税 14,800 3.6 15,500 4.0 △    700 △  4.5 25,600 3.3

法 人 税 等 調 整 額            △  5,864 △  1.4 △  5,487 △  1.4 △    377 6.9 △  9,785 △  1.3

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益            12,161 2.9 14,073 3.7 △  1,912 △ 13.6 22,613 2.9

前 期 繰 越 利 益            4,668 4,466 202 4,466

社会貢献積立金取崩益            38 8 30 51

過 年 度 税 効 果 調 整 額            － 15,067 △ 15,067 15,067

税効果会計適用に伴う            

積 立 金 等 取 崩 額            
－ 1,134 △  1,134 1,134

中 間 配 当 額            － － 3,804

中 間 配 当 に 伴 う            

利 益 準 備 金 積 立 額            
－ － 380

中間（当期）未処分利益            16,869 34,750 △ 17,881 39,148

＜ご参考＞為替レート（期中平均レート）

当 中 間 期     前年中間期 前 期     

ＵＳ＄　 １＝ ¥107.27 ¥118.29 ¥112.00

ＥＵＲＯ １＝ ¥98.68 ¥123.43 ¥113.86
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重要な会計方針

１． 資産の評価基準及び評価方法

 （１）たな卸資産…総平均法による低価法により評価しております。

 （２）有価証券

 ①子会社および関連会社株式…移動平均法による原価法により評価しております。

 ②その他有価証券

 　　時価のあるもの…中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理、売却原価は移動平均法により算定）により評価しております。

 　　時価のないもの…移動平均法による原価法により評価しております。

 （３）デリバティブ…時価法により評価しております。

 
２． 固定資産の減価償却方法

 （１）有形固定資産

 有形固定資産は定率法で行っております。

 ただし、平成 10 年度の法人税法改正に伴い、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除

く）については、法人税法で規定する定額法を採用しております。

 （２）無形固定資産

 無形固定資産は定額法で行っております。

 ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と、残存見込販売有効

期間に基づく均等償却額との、いずれか大きい金額を計上しております。なお、当初における見込販売有

効期間は３年としております。また、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

 
３． 重要な引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金

 従業員賞与の当期負担分について、当社賞与計算規定に基づく支給見込額を計上しております。

（３） 退職給付引当金

従業員退職金および役員退職慰労金に対する引当金であります。

従業員については、将来の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、当中間期において一時費用処理しております。

役員については、将来の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期末要支給額を計

上しております。

４． 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

５． リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。

（２）主なヘッジ手段とヘッジ対象

主なヘッジ手段…通貨スワップ

主なヘッジ対象…外貨建貸付金

（３）ヘッジ方針

当社の内部規定である「市場リスク管理規定」に基づき、資産・負債に係る相場変動リスクを回避

する目的で、資産・負債の範囲内でデリバティブ取引を行っております。
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７． 消費税等の処理方法

消費税および地方消費税の会計処理方法は、税抜き方式によっております。なお、中間貸借対照表

上、期末の仮払消費税等および仮受消費税等を相殺し、消費税等未収還付額を流動資産の「その他」

に含めて計上しております。

追加情報
１． 退職給付会計

当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった

場合と比較して、経常利益は 1,493 百万円増加しました。また、税引前中間純利益は、5,360 百万円

減少しております。

２． 金融商品会計

当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった

場合と比較して、経常利益および税引前中間純利益は 40 百万円増加しております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券のう

ち１年以内に満期の到来するもの、および預金と同様の性格を有すると認められるものは有価証券と

して、それら以外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価証券は 35,105

百万円減少し、投資有価証券は 35,105 百万円増加しております。

３． 外貨建取引等会計処理基準

当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会　平成１１年１０月２２日））を適用しておりますが、影響は軽微です。
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注記事項

（貸借対照表関係）

 当 中 間 期      前 期     

１．有形固定資産の減価償却累計額 302,406 百万円 299,518 百万円

２．受取手形割引高 174 百万円 195 百万円

３．自己株式の数 10,369 株 24,641 株

４．保証債務 14,141 百万円 14,550 百万円

５．当期中の発行株式数の増加

　　　　転換社債の転換         627,158 株（資本組入額  302 百万円）

６．中間会計期末日満期手形の会計処理

　　　中間会計期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間会計期間の末日は

　　　金融機関の休日であったため、次の中間会計期末日満期手形が中間会計期末残高に含まれております。

　　　  受取手形　　　　　　　 2,755 百万円

（損益計算書関係）

 当 中 間 期      前年中間期

１．営業外収益のうち重要なもの 受取利息 2,573 百万円 1,687 百万円

受取配当金 2,627 百万円 1,715 百万円

２．営業外費用のうち重要なもの 社債利息 725 百万円 894 百万円

為替差損 972 百万円 4,093 百万円

固定資産除却損 1,114 百万円 994 百万円

有価証券評価損 3,591 百万円 － 百万円

３．特別利益の内訳 退職給付信託設定益 13,959 百万円 － 百万円

４．特別損失の内訳 退職給付費用会計基準変更

時差異の一時費用
20,813 百万円 － 百万円

５．減価償却実施額 有形固定資産 9,493 百万円 10,249 百万円

無形固定資産 330 百万円 70 百万円
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(リース取引関係)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額
     （単位：百万円）

当 中 間 期      

（平成 12 年度中間期）

前 年 中 間 期      

（平成 11 年度中間期）

前 期      

（平成 11 年度）

取 得 価 額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

機 械 装 置     8,227 6,813 1,414 10,584 6,570 4,014 10,231 7,568 2,663

そ の 他     4,255 2,163 2,091 4,039 2,157 1,882 3,900 2,113 1,786

合 計     12,483 8,977 3,506 14,624 8,727 5,896 14,131 9,681 4,450

２． 未経過リース料期末残高相当額
  （単位：百万円）

当 中 間 期      

（平成 12 年度中間期）

前 年 中 間 期      

（平成 11 年度中間期）

前 期      

（平成 11 年度）

１ 年 内     2,067 3,472 2,811

１ 年 超     1,600 2,704 1,869

合 計     3,885 6,177 4,680

  

３． 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額
 （単位：百万円）

当 中 間 期      

（平成 12 年度中間期）

前 年 中 間 期      

（平成 11 年度中間期）

前 期      

（平成 11 年度）

支 払 リ ー ス 料         1,910 2,503 4,184

減価償却費相当額         1,731 2,272 3,673

支 払 利 息 相 当 額         105 179 283

４．減価償却費相当額の算定方法

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(有価証券関係)
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 　　時　　価 　　差　　額

子会社株式 7,421 百万円 42,584 百万円 35,162 百万円

関連会社株式 6,932 61,572 54,640


